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１．研究背景・目的 

2011年東北地方太平洋沖地震において約 2万人の

死者・行方不明者が発生した．犠牲者の 9 割以上が

津波に起因する人的被害である 1)．福島県いわき市

においても，今回の地震によって震度 6 弱を観測し，

甚大な津波被害をうけた．同市久之浜地区を例に挙

げると，緊急時に短時間に避難できる高台が少なく，

沿岸域内に短時間で避難できる場所がないことが問

題になっている．津波による被害の軽減を図るため

には，地震時における沿岸地域での速やかな避難が

不可欠である．このため，いわき市では同地区にお

いて安全性を確保するために津波避難ビルの設置を

検討している 2)． 

そこで本研究では，福島県いわき市に東北地方太

平洋沖地震によって引き起こされた津波と同程度の

津波が発生したと想定し，沿岸地域の避難シミュレ

ーションを行う，避難対策前後の人的被害の推定結

果を比較することで対策の有効性を検討することを

目的とする． 

 

２．避難解析ソフト building EXODUS 

 building EXODUS は，人と人，人と火災，人と構

造物の相互作用をシミュレートし，非常時・常時の

人々の動き・行動を評価するものである．避難者の

性別，年齢，身長，体重，歩速，避難開始までにか

かる時間などを設定することで，避難解析を行うこ

とが可能である． 

 

３．対象地の選定と避難モデル 

 本研究では対象地として福島県いわき市を選定す

る．またいわき市において身元が判明した死者292人

(平成24年6月4日18時発表)
3)のうち，平薄磯地区・平

豊間地区・久之浜地区の被害が大きかった（図1）こ

とから，この三地域における津波避難解析を行うこと

にする． 

 まず，統計局の国勢調査のデータ 4)より得られた

地区内の 500m メッシュごとの男女別の人口数と，

地区内の年齢，性別ごとの人口数を比較し，500m

メッシュ単位で年齢，性別ごとの人口を算出する．

次いで，文献 5)のデータをもとに，身長，体重，移

動速度が正規分布に従うものと仮定し，5 歳ごとの

平均，標準偏差を算出する．最後に津波の浸水被害

を受けた青森，岩手，宮城，福島，茨城，千葉の太

平洋側 62 市町村を対象に行われた国土交通省によ

る調査 6)にしたがって，地震発生から避難までに要

した時間を仮定した．このように避難者モデルを設

定し，国土地理院の浸水範囲概況図 7)を参考に対象

地区の浸水区域内に居住している市民を避難者と定

めた．なお，住民は，500m メッシュ内にランダム

に配置して避難解析を行った． 

 

図1 いわき市における人的被害の地区別構成3)
 

 

４．津波対策前後の避難解析結果の比較 

 本研究では，2012 年 6 月に現地調査を行い，いわ

き市久之浜地区においては，沿岸部にある高台と内

陸部にある久之浜第一小学校を避難場所とした（図

2）．また，いわき市で計画している防災計画案 2)に

基づき，津波避難ビルが新たに設置された場合の避

難解析を行った．図 3 に，これらの解析結果を示す． 

 

図 2 久之浜地区における避難場所の設定 



 

図 3 津波対策前後の避難所要時間の比較 

（久之浜地区） 

 

対策前後の避難所要時間を比較すると，家屋が密

集しており人が集まっている沿岸部に津波避難ビル

が設置される計画であるため，全体として避難場所

までの避難距離が短縮し，多くの避難者にとって避

難に要する時間が短くなっていると考えられる．ま

た図 4 に示す対策前後の避難距離の変化を見てみる

と，対策が講じられたことによって，約 6 割の避難

者の移動距離が減少していることがわかった．一方

で，移動距離が増加した避難者も約 4 割存在する．

津波対策により増減した移動距離を避難者の割合と

して図 5 に示す．これによると，ほとんどの避難者

にとって，移動距離の変化は 10m 以内となっている

が，移動距離が 500m 以上減少している避難者も

10%程度存在する．これらの避難者にとっては津波

避難ビルが設立されたことで早期避難が可能となり，

津波避難ビルが迅速かつ安全な避難に役立っている

ものと考えることができる． 

また移動距離が増加した避難者について，距離が

500m 以上増加した避難者が発生した．このような

原因は，地区内の浸水区域内に居住している 1081

人の避難者と比べて，津波避難ビルの収容人数（200

人）2)が少ないことが挙げられる．このため，地震

発生後 8 分程度で避難ビルの収容人数に達してしま

い，避難ビルを目指していた一部の避難者は，別の

避難場所へ向かわなければならなくなり，移動距離

が大幅に増加した．これらの事態を改善するために，

津波避難ビルの収容人数の制限を外して避難シミュ

レーションを行ったところ，776 人の避難者が津波

避難ビルに避難する結果となった． 

このことから，津波避難ビルの建設は有効的であ

ると考えられるが，現在いわき市で計画している収

容人数 200 人規模の津波避難ビルではあまり大きな

効果は望めず，より多角的な検討を行い最適な規模

の収容人数を決める必要があるものと考えられる． 

 

図 4 津波対策前後の避難距離の変化（久之浜地区） 

 

図 5 津波対策前後の移動距離の増減ごとの 

避難者の割合 

 

５．まとめ 

 本研究では，福島県いわき市に東北地方太平洋沖

地震津波と同程度の津波が発生したと想定し，いわ

き市の防災計画案の有効性を避難シミュレーション

によって評価した．久之浜地区で設置が検討されて

いる津波避難ビルの収容人数が，津波避難において

大きな効果を示すには充分でない可能性が示された．

結論付けるには，様々な津波条件を設定した避難シ

ミュレーションを実施し，より詳細な検討を行う必

要がある． 
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